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○ 社会福祉事業を取り巻く環境は大幅に変化している。まず、社会福

祉法人による福祉サービスの提供が、「措置」という行政の委託から

利用者との「契約」へと変化した。 
 
○ また、介護保険制度の導入以降、在宅サービスなどの分野では株式

会社やＮＰＯ法人が参入し、多様な経営主体が競合する市場になった。 
 
○ これらの状況を踏まえ、第一に、補助金や非課税措置などの財政上

の優遇措置を受けている社会福祉事業者は、ガバナンスの確立と経営

基盤の強化を行い、利用者が安心して福祉サービスを受けられるよう

にすべきである。 
 
○ 第二に、さまざまな事業者が利用者の立場に立ってサービスの質や

多様性を競い、豊富な福祉サービスが提供されるよう、経営主体間の

イコールフッティングを確立すべきである。 
 
○ 当会議は、以下に示す論点に沿って引き続き議論を深め、来年６月

までに、より具体的な提案を行っていくこととする。 

 
 
１．事業者のガバナンス 

（１）財務諸表の情報開示 

 厚生労働省は、全国の社会福祉法人の財務諸表を集約し、一覧性及

び検索性をもたせた電子開示システムを構築すべきではないか。 

 厚生労働省は、社会福祉法人の財務諸表の公表において、標準的形

式を提示し、各法人が原則としてＨＰ上で開示を行うように指導す

べきではないか。 

 

（２）補助金等の情報開示 

 厚生労働省は、全国の社会福祉法人が国や地方自治体から受けてい

る補助金等の状況を一元的に把握し、国民に分かりやすく開示すべ

きではないか。 

 そのために、厚生労働省は、社会福祉法人が受けている補助金や社

会貢献活動に係る支出額等の状況が利用者や国民に分かるよう、標
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準的形式を提示し、各法人にその開示を義務づけるべきではないか。 

 

 

（３）内部留保の明確化 

 社会福祉法人の巨額の内部留保が問題となっている。厚生労働省は、

内部留保の位置付けを明確化し、福祉サービスへの再投資や社会貢

献での活用を促すべきではないか。 

 厚生労働省は、社会福祉法人に対して、明確な事業計画に基づく目

的別の積立（退職給与引当金や修繕積立金等の別途積立金の活用）

を行うことを指導すべきではないか。 

 

（４）調達の公正性・妥当性の確保 

 厚生労働省は、社会福祉法人とその役員の親族や特別の利害関係を

有する者との取引について、取引相手および取引内容を開示する等、

調達の公正性や妥当性を担保する仕組みを検討すべきではないか。 

 

（５）経営管理体制の強化 

 厚生労働省は、社会福祉法人の内部管理を強化するため、理事会や

評議員会、役員等の役割や権限、責任の範囲等を法令等で明確に定

めるべきではないか。 

 厚生労働省は、社会福祉法人のサービスに対する第三者評価受審率

の数値目標を定めるべきではないか。さらに、一定の事業規模を超

える社会福祉法人に対して外部機関による会計監査を義務づけるべ

きではないか。 

 

（６）所轄庁による指導・監督の強化 

 厚生労働省は、地方自治体等の所轄庁の指導・監督を強化するため、

監査のガイドラインや監査人材の育成プログラムを策定することと

し、その工程表を策定すべきではないか。 

 厚生労働省は、経営の悪化した社会福祉法人に対して、所轄庁が措

置命令等の行政処分に先駆けて助言や勧告を行えるよう社会福祉法

の見直しを行うべきではないか。 
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２．経営主体間のイコールフッティング 

 介護・保育分野は、営利法人と非営利法人が共存し、同種のサービ

スを提供する特殊な市場である。多様な経営主体がサービスの質を

競い、利用者の利便が高まるよう、経営主体間のイコールフッティ

ングを確立すべきではないか。 

 第一種社会福祉事業の経営主体は、原則、行政又は社会福祉法人と

定められている。そのうち、特別養護老人ホームなどの施設は、個

別法によっても経営主体が社会福祉法人等に限定されている。厚生

労働省は、多様な経営主体が参入して利用者の利便を高めることが

できるよう参入規制を緩和すべきではないか。 

 社会福祉法人に対しては、補助金や非課税措置などの財政上の優遇

措置がとられている。株式会社やＮＰＯ法人が参入して同種の事業

を展開するようになったという変化を踏まえ、経営主体間で異なる

財政上の措置を見直すべきではないか。 

以 上 
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